
高齢者保健福祉計画及び
第9期介護保険事業計画

概 要 版

令和6年3月

宇陀市

住み慣れた地域で安心して

自分らしく暮らせるまちづくり
 ～地域包括ケアシステムの推進に向けて～ 



計画策定の趣旨

計画の位置づけ

計画の期間

宇陀市においても、高齢化社会への対応が課題となっているほか、市内でも圏域ごとに高齢者の状況や介護需要、地

域コミュニティの様相も異なることが想定されるため、より地域の状況を踏まえた高齢者施策を進める必要があります。

こうした流れを受け、本市では令和３（2021）年３月に「地域包括ケアシステムの推進」を基本理念とした、「宇陀市高

齢者保健福祉計画及び第８期介護保険事業計画」を策定しました。

この間にも、本市では高齢化はさらに進行し、一人暮らしの高齢者や高齢者夫婦のみの世帯の割合、さらには認知症

高齢者の増加も想定されることから、高齢者を取り巻く環境がさらに多様化・複雑化することが見込まれます。

また、令和２（2020）年以降の新型コロナウイルス感染症を契機に、感染症予防にも関心が高まっているほか、最近課

題となっている物価高騰、人件費の高騰による経済状況の変化など、社会的環境の変化にも目を向ける必要があります。

今後も、これまで進められてきた「地域包括ケアシステムの構築」と「地域共生社会の実現」を念頭に置き、引き続き住

み慣れた地域で自分らしい暮らしを実現するため、今後３年間の高齢者に関する施策・取組を進めるための指針となる

計画として、「宇陀市高齢者保健福祉計画及び第９期介護保険事業計画」を策定します。

本市における高齢者保健福祉計画は、「高齢者福祉計画」「介護保険事業計画」の二つの計画の内容を併せて

掲載するものです。

宇陀市　高齢者保健福祉計画及び第９期介護保険事業計画

計画の期間は、令和６（2024）年度から令和８（２０２６）年度までの 3 年間とします。

令和 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

西暦 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041

第 9 期

第 1 0 期 第 1 1 期 第 1 2 期 第 1 3 期 第 1 4 期

中長期的視点（令和22年を見据えて）

団塊の世代が75歳以上の
後期高齢期を迎える

令和22年度には、団塊ジュニア世代
が高齢者となり、現役世代が急減

・すべての高齢者を対象とした高齢者福祉に関する計画

・介護保険事業を運営するための事業計画
・概念的には下図のように「高齢者福祉計画」に包含

高齢者福祉計画

介護保険事業計画
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榛　原

菟田野大宇陀

室　生
人口▶14,637 人
高齢化率▶41.4％

人口▶3,825 人
高齢化率▶51.1％

人口▶3,330 人
高齢化率▶42.9％

人口▶5,611 人
高齢化率▶45.5％

「宇陀市総合計画」

宇陀市　地域福祉計画および
　　　　地域福祉活動計画

～オール宇陀で取り組む面倒見の
いい地域福祉コミュニティ～

【奈良県】
奈良県高齢者福祉計画及び奈良県介護保険事業支援計画

奈良県保健医療計画
【国】
基本指針
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他の関連計画

整合
連携

整合

※令和5年10月1日現在

他計画との関係

本計画は、団塊ジュニア世代が高

齢者となり現役世代が急減する令和

22（2040）年を見据え、本市における

最上位計画である「宇陀市総合計

画」との整合を図り､高齢者福祉施策

の基本的指針となるべきものとします｡ま

た、高齢者福祉のみならず、社会福祉

法に基づく「宇陀市 地域福祉計画お

よび地域福祉活動計画」を基盤とし

て策定します。

さらに、その他関連計画や県の策定

する介護保険事業支援計画や医療

計画等との調和や整合性を図りなが

ら策定しています。

日常生活圏域の状況

 宇陀市の日常生活圏域 
本市では、高齢者が住み慣れた地域で安心して住み続けることができるよう、市内を４つの日常生活圏域（旧町村：大

宇陀・菟田野・榛原・室生）に区分しています。

 日常生活圏域別の状況 
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計画の基本的な考え方

住み慣れた地域で安心して

自分らしく暮らせるまちづくり
 ～地域包括ケアシステムの推進に向けて～ 

基本目標

 基本理念 
第９期計画（令和 6（2024）年度～令和 8（2026）年度）においても、これまでの基本的な理念を継承するとともに、基

本理念に新たなキーワードも加えたうえで、さらなる「地域包括ケアシステム」の深化を目指した施策を展開します。

◆ 重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができ
るようにするため、地域包括ケアシステムの構築を推進します。

◆ 地域包括ケアシステムの推進のための中核的な機関としての医療介護あんしんセンターにおいて、地
域包括支援センター事業と在宅医療・介護の連携推進事業を一体的に実施します。

◆ 地域と保健・医療・介護・福祉との連携を強化していくことで、高齢者に対して適切なコーディネー
トができるよう努めるとともに、相談支援体制の充実に取り組みます。また、相談支援体制は、地域
福祉計画で進められる「あらゆる相談に総合的に対応できる仕組みづくり」のもと、様々な関係団体
と行政が連携・協働しながら取組を進めます。

◆ 地域共生社会の実現という観点から、住まいの確保・配食・見守りなどの生活支援（介護保険以外のサー
ビス）の充実に努めます。

◆ 高齢者が健康でいきいきと暮らしていくことができるよう、壮年期からの健康づくりや生活習慣病予
防を健幸都市ウェルネスシティ宇陀市構想に基づいて進めることで、健康づくりから介護予防までの
切れ目のない取組を推進します。

◆ 介護予防・日常生活支援総合事業に基づき、住民運営の集いの場を充実させ、人と人とのつながりを
通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進するなど、介護予防の機
能強化を図ります。

◆ 新型コロナウイルス感染症に伴う外出控えから、「通いの場」への参加率が低下しました。そのため、「通
いの場」への参加率向上を図ります。

 基本目標 
基本理念を実現していくため、以下の７つの基本目標に基づき施策を展開します。

住み慣れた地域で暮らし続けられる支援体制の充実  基本目標 １

介護予防・健康づくりの推進 基本目標  2

3



◆ 「認知症施策推進大綱」に基づき、認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を
過ごせる社会を目指し、認知症の人や家族の視点を重視しながら、「共生」と「予防」を車の両輪とし
て施策を推進します。

◆ 今後、増加が懸念される認知症高齢者に適切に対応するため、認知症に対する正しい理解の普及や地
域での支援体制を整備し、認知症の予防・早期発見に努めるとともに、発見後、早期の診断・治療に
つながるよう、かかりつけ医との連携のもと、医療と介護が一体化した認知症の人への支援体制づく
りに取り組みます。

認知症対策の推進 基本目標  3

◆ 高齢者に対する虐待が起こらないよう、また、虐待の早期発見及び早期通報ができるよう、高齢者虐
待に関する知識や理解の普及・啓発に取り組むとともに、成年後見制度及び福祉サービス利用援助事
業を周知し、高齢者の権利擁護に取り組みます。

◆ 認知症高齢者は消費者トラブルの対象になりやすいことから、消費者保護対策にも取り組みます。

高齢者の尊厳と権利を守る仕組みづくり 基本目標  4

◆ 高齢者をはじめ、誰もが安心・快適に暮らすことができるよう、まちづくりを推進します。
◆ 災害時・緊急時については、「地域防災計画」と連携し、自力避難が困難な要支援者に対し、「避難行

動要支援者避難支援計画」を基に、地域住民の協力のもと避難支援の仕組みを構築します。
◆ 新型コロナウイルス感染症を契機に感染症に対する関心が高まっており、高齢者が感染症に対し、正

しい知識を持って予防策を実践できるよう情報提供を行うとともに、発生時には蔓延予防に努めます。

安心・快適に暮らせるまちづくり 基本目標  5

◆ 高齢者が住み慣れた地域でいつまでも役割・生きがいを持ちながら過ごすことができるよう、生涯学
習活動や社会参加活動の支援を行うとともに、高齢者が培ってきた豊かな知識や経験等を社会で生か
すことができるよう、就労の機会の確保や高齢者が働きやすい職場環境づくりに取り組みます。

生きがいづくり・社会参加の推進 基本目標  6

◆ 高齢者が要支援・要介護状態になっても、できる限り住み慣れた地域や家庭で自立した生活を継続で
きるよう、介護保険サービスの充実を図るとともに、適正な要介護認定やサービス従事者の質の向上、
施設サービスにおける生活環境の整備を進めます。また、市が指定を行う地域密着型サービスをはじ
めとする介護保険サービス事業者に対する指導を行い、持続可能で適正な介護保険の運営を行います。

介護保険事業の適正な運営 基本目標  7
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基本理念 基本目標 取組
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1．住み慣れた地域で
　  暮らし続けられる
　  支援体制の充実

▶ 1．医療介護あんしんセンターの充実
　  （地域包括支援センターの機能強化）

▶ 2．福祉サービス（介護保険外）の充実

▶ 3．地域に寄りそう相談支援体制の構築

2．介護予防・健康
づくりの推進

▶ 1．保健事業の推進

▶ 2．介護予防・日常生活支援総合事業の推進

▶ 3．地域介護予防活動の推進

3．認知症対策の推進

▶ 1．認知症の正しい理解の普及と支援体制の構築

▶ 2．認知症の予防の充実

▶ 3．認知症バリアフリーの推進

4．高齢者の尊厳と権利を
　  守る仕組みづくり

▶ 1．高齢者虐待の防止の推進

▶ 2．成年後見制度等の普及

▶ 3．消費者保護対策等の推進

▶ 4．福祉意識の醸成

5．安心・快適に暮らせる
　  まちづくり

▶ 1．高齢者等にやさしいまちづくりの推進

▶ 2．見守り体制等の整備

▶ 3．災害時・緊急時における高齢者支援の強化

▶ 4．感染症対策の推進

6．生きがいづくり・
　  社会参加の推進

▶ 1．高齢者の就労の支援

▶ 2．老人クラブ活動の推進

▶ 3．生涯学習の充実

▶ 4．生涯スポーツの充実

▶ 5．ライフサポーター養成講座

▶ 6．ワンコインライフサポート事業

7．介護保険事業の
適正な運営

▶ 1．介護保険サービスの基盤整備

▶ 2．介護給付の適正化

▶ 3．ケアマネジメントの質の向上・人材確保

▶ 4．介護現場の安全性の確保とリスクマネジメントの推進

▶ 5．相談・苦情対応

▶ 6．奈良県、近隣市町村との連携

施策の体系

本計画の基本理念と、その実現に向けた基本目標と、これに基づく主要施策について、次に体系図として示します。
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人口と認定者数の見込み

 将来人口 
本市の総人口は、今後も減少傾向で推移し、令和７（2025）年には 26，163 人程度、さらに、令和 22（2040）年には

16,698 人程度まで減少することが見込まれます。高齢者人口についても減少を続け、令和７（2025）年には 11,878 人程

度、令和 22（2040）年には 8,921 人程度になるものと見込まれます。

 要支援・要介護認定者数 
本市の将来の認定者数については、後期高齢者数の増加傾向を反映して、第９期計画期間（令和６年度～令和８

年度）は微増となり、令和 1７（2035）年には 2,599人でピークを迎え、その後は要支援・要介護認定者数が減少するこ

とが見込まれます。

認定率は年々増加し、令和７（2025）年度で 19.9％、令和 22（2040）年度には 27.5％でピークを迎えることが見込まれ

ています。

資料：認定率は第１号被保険者に対する第１号認定者総数の割合

資料：実績は住民基本台帳（各年10月1日現在）による。

2021年度
（令和３年）

2022年度
（令和4年）

第 ８ 期
実 績

第 9 期
推 計

長 期

2023年度
（令和5年）

2024年度
（令和6年）

2025年度
（令和7年）

2026年度
（令和8年）

2030年度
（令和12年）

2035年度
（令和17年）

2040年度
（令和22年）

2046年度
（令和27年）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
（人）

0％

10％

20％

30％
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50％

60％

総人口　　高齢者人口　　　高齢化率

42.3% 43.0% 43.7% 44.6% 45.4% 46.1%
48.3%

50.2%
53.4%

56.2%

28,703 28,090 27,403 26,788
26,163 25,541 23,036 19,846 16,698 13,864

12,137 12,085 11,988 11,940 11,878 11,766 11,126 9,968 8,921 7,797

2021年度
（令和３年）

2022年度
（令和4年）

第 ８ 期
実 績

第 9 期
推 計

長 期

2023年度
（令和5年）

2024年度
（令和6年）

2025年度
（令和7年）

2026年度
（令和8年）

2030年度
（令和12年）

2035年度
（令和17年）

2040年度
（令和22年）

2046年度
（令和27年）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500
（人）

0％

5％

10％

15％
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30％

要支援１　　要支援２　　要介護１　　要介護２　　要介護３　　要介護４　　要介護５　　　認定率

20.0% 19.8% 19.4% 19.6% 19.9% 20.1%

22.5%

25.8%
27.5% 27.4%

244 222 233 232 234 235 250 261 234 196

256 274 243 252 254 254 270 285 267 230

432 433 418 423 435 435 455 473 464
410

492 499 462 470 474 475 503 509 469 405

462 458 477 479 482 480 504 512 489
426

368 353 336 329 330 329 351 362
353

309

201 182 186 184 186 185 191 197
193

171

2,455 2,421 2,355 2,369 2,395 2,393 2,524 2,599 
2,469

2,147

総人口と高齢者人口

認定者数の見込み
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※�なお、保険料基準額算定の基礎数値としては、上記の料率を用いることになりますが、実際の保険料徴収にあたっては、低所得層の負担軽減を
強化する観点から、国・県・保険者（市町村）の一般財源を投入することにより、第１段階の料率を0.285、第２段階を0.485、第３段階を0.685に
軽減することが予定されています。

第9期計画
保険料段階 対象者要件 基準額に

対する割合

第1段階

・生活保護を受給している人
・世帯全員が住民税非課税で、老齢福祉年金を受給している人
・�世帯全員が住民税非課税で、本人の公的年金等収入金額及び合計所得金額の

合計が80万円以下の人

0 .455
（0 . 285）

第2段階 世帯全員が住民税非課税で、本人の公的年金等収入金額及び合計所得金額の合
計が80万円を超え120万円以下の人

0 .685
（0 . 485）

第3段階 世帯全員が住民税非課税で、本人の公的年金等収入金額及び合計所得金額の合
計が120万円を超える人

0 .69
（0 . 685）

第4段階 本人が住民税非課税で、世帯に住民税課税者がおり、本人の公的年金等収入金
額及び合計所得金額の合計が80万円以下の人 0 .9

第5段階 本人が住民税非課税で、世帯に住民税課税者がおり、本人の公的年金等収入金
額及び合計所得金額の合計が80万円を超える人 1.0

第6段階 本人が住民税課税者で、合計所得金額が120万円未満の人 1 .2

第7段階 本人が住民税課税者で、合計所得金額が120万円以上210万円未満の人 1 .3

第8段階 本人が住民税課税者で、合計所得金額が210万円以上320万円未満の人 1 .5

第9段階 本人が住民税課税者で、合計所得金額が320万円以上420万円未満の人 1 .7

第10段階 本人が住民税課税者で、合計所得金額が420万円以上520万円未満の人 1 .8

第11段階 本人が住民税課税者で、合計所得金額が520万円以上620万円未満の人 1 .9

第12段階 本人が住民税課税者で、合計所得金額が620万円以上720万円未満の人 2 .0

第13段階 本人が住民税課税者で、合計所得金額が720万円以上の人 2 .1
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概要版

第９期介護保険事業計画期間（令和６～８年度）における介護保険料

第9期の保険料段階設定にあたっては、法令等の改正を踏まえ、以下の所得段階区分設定を行います。


